
◎ギャンブル等依存症対策基本法 
（平成三〇年七月一三日法律第七四号）（衆）   

一、提案理由（平成三〇年五月二三日・衆議院内閣委員会） 

○中谷（元）議員 ただいま議題となりましたギャンブル等依存症対策基本法案につい

て、提出者を代表して、提案理由及びその内容の概要を御説明申し上げます。 

 ギャンブル等依存症がギャンブル等依存症である者など及びその家族の日常生活又は

社会生活に支障を生じさせるものであり、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の重大

な社会問題を生じさせていることに鑑み、ギャンブル等依存症対策に関し、基本理念を

定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、ギャンブル等依存症対

策の基本となる事項を定めることなどにより、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計

画的に推進する必要があります。 

 以下、本法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、この法律においてギャンブル等依存症とは、法律の定めるところにより行わ

れる公営競技、パチンコ屋に係る遊技その他の射幸行為であるギャンブル等にのめり込

むことにより日常生活又は社会生活に支障が生じている状態をいうこととしておりま

す。 

 第二に、ギャンブル等依存症対策は、ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各

段階に応じた防止及び回復のための対策を適切に講じるとともに、ギャンブル等依存症

である者など及びその家族が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるように支

援することなどを基本理念として行われなければならないこととしております。 

 第三に、ギャンブル等依存症対策を講じるに当たっては、アルコール、薬物等に対す

る依存に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がされるものとする

こととしております。 

 第四に、国、地方公共団体、関係事業者、国民及びギャンブル等依存症対策に関連す

る業務に従事する者の責務を規定することとしております。 

 第五に、政府は、ギャンブル等依存症対策を実施するため必要な法制上又は財政上の

措置その他の措置を講じなければならないこととしております。 

 第六に、政府は、ギャンブル等依存症対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、ギ

ャンブル等依存症対策推進基本計画を策定しなければならないこととしております。 

 第七に、基本的施策として、国及び地方公共団体は、医療提供体制の整備、相談支援

等の推進、社会復帰の支援等の施策を講じるものとすることとしております。 

 第八に、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進するため、内閣に、ギャ

ンブル等依存症対策推進本部を置くこととしております。また、同本部は、ギャンブル

等依存症対策の推進基本計画の案を作成しようとするときなどには、同本部に置かれる

ギャンブル等依存症対策推進関係者会議の意見をあらかじめ聞かなければならないこと

といたしております。 



 第九に、この法律は、公布の日から起算して三カ月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行することといたしております。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同いただきますことをお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成三〇年五月二五日） 

○山際大志郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、ギャンブル等依存症対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等

の責務を明らかにするとともに、ギャンブル等依存症対策の基本となる事項を定めるこ

と等により、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進するものであります。 

 本案は、去る五月十七日本委員会に付託され、二十三日提出者中谷元君から提案理由

の説明を聴取した後、同日質疑に入りました。翌二十四日、参考人から意見を聴取した

後、更に質疑を行い、同日質疑を終局しました。本日、討論を行い、採決いたしました

ところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院内閣委員長報告（平成三〇年七月六日） 

○柘植芳文君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、ギャンブル等依存症がギャンブル等依存症である者等及びその家族の日

常生活又は社会生活に支障を生じさせるものであり、多重債務、貧困、虐待、自殺、犯

罪等の重大な社会問題を生じさせていることに鑑み、ギャンブル等依存症対策に関し、

基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、ギャンブル

等依存症対策の基本となる事項を定めること等により、ギャンブル等依存症対策を総合

的かつ計画的に推進しようとするものであります。 

 委員会におきましては、小西洋之君外一名発議に係るギャンブル依存症対策基本法案

と一括して議題とし、参考人から意見を聴取するとともに、都道府県ギャンブル等依存

症対策推進計画の策定義務化の必要性、基本的施策として講じられる教育の振興、民間

団体の活動に対する支援等の方向性、ギャンブル等依存症対策におけるパチンコ等の位

置付け及び規制の在り方、ギャンブル等依存症対策に係る予算の確保及び費用負担の在

り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 本法律案について質疑を終局した後、希望の会（自由・社民）の山本委員より、関係

事業者に拠出を求めるための仕組みについての調査研究等を内容とする修正案が提出さ

れました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の田村委員より原案及び修正案に反対、

希望の会（自由・社民）の山本委員より原案に反対の旨の意見がそれぞれ述べられまし

た。 



 次いで、順次採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本法律案は多数をも

って原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年七月五日） 

 本法の施行に当たっては、次の諸点について適切に対応するべきである。 

一 政府は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画に基づくギャンブル等依存症対策の

実効性を最大限確保するため、徹底したＰＤＣＡサイクルに基づく取組を推進するこ

と。 

二 政府は、本法の基本理念にのっとり、包括的なギャンブル等依存症対策の必要性に

ついて留意しつつ、ギャンブル等依存症対策推進基本計画の策定に際しては、啓発を

含む広告及び宣伝の在り方、入場管理の在り方、本人や家族の申告に基づく利用制限

の在り方、相談窓口の在り方、インターネット投票における対応の在り方等を検討す

ること。 

三 政府は、ギャンブル等依存症対策推進基本計画の策定及び施策の推進に当たっては、

ギャンブル等依存症の患者等の支援等を始めとする取組の実態を十分に調査の上、必

要とされる対策を検討すること。 

四 本法第七条に定める関係事業者は、本法がギャンブル等依存症により不幸な状況に

陥る人をできるだけ少なくするためのものであることを踏まえ、その事業活動を行う

に当たっては、ギャンブル等依存症の予防等に可能な限り配慮すること。 

五 政府は、ギャンブル等依存症問題啓発週間の期間を定めた理由が、新年度に新たに

大学生・社会人となった青少年や若い世代に対し、ギャンブル等依存症問題への関心

と理解を深める機会を設けること等に鑑み、青少年に対しギャンブル等依存症問題に

係る知識の普及に徹底して取り組むこと。 

六 政府は、ギャンブル等依存症対策とアルコール、薬物等に対する依存に関する施策

との有機的な連携を図りつつ、適切な予算の策定を行うよう配慮し、ギャンブル等依

存症対策を着実に進めるための予算の確保に努めること。 

七 政府は、ギャンブル等依存症が適切な治療と支援により回復が可能な疾患であるこ

となど、ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及を図ること。 

八 政府は、ギャンブル等依存症対策に係る連携協力体制の整備について、民間団体の

取組と地域における公的機関との連携が確保されるものとなるよう、必要な施策を検

討すること。 

九 政府は、ギャンブル等依存症の治療に有効な薬物、治療方法や早期介入技法など、

診断、治療、支援の方法に関する研究を推進するために、必要な措置を検討すること。 

十 政府は、ギャンブル等依存症対策推進関係者会議の運営に当たっては、本法の基本

理念にのっとり、ギャンブル等依存症である者等及びその家族の意見を十分に聴取す



ること。 

十一 警察当局は、違法に行われるギャンブル等について、取締りを一層強化すること。 

  右決議する。 

 


